
財務諸表に関する注記（法人全体用）

１．継続事業の前提に関する注記

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
・有価証券は総平均法に基づく原価法
・満期保有目的の債券等は償却原価法

（２）固定資産の減価償却の方法
　 ・全て定額法採用
（３）引当金の計上基準

・退職給付引当金－北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額と同額を計上
・賞与引当金

３．重要な会計方針の変更

　　 該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

北海道民間社会福祉事業職員共済会への出資金累計額を退職給付費用計上し、同額を退職給付引当金へ計上

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

　 当法人の作成する財務諸表は以下のとおりとなっている。

（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）
（２）事業区分別内訳表
　 当法人では、社会福祉事業しか実施していないため作成していない。
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
（４）収益事業における拠点区分別内訳表

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（５）各拠点区分におけるサービス区分

ア　法人本部拠点
　「法人本部サービス区分」
イ　釧路頌栄保育園拠点
　「釧路頌栄保育園サービス区分」
ロ　バチラー保育園拠点



　「バチラー保育園サービス区分」
ハ　深川あけぼの保育園拠点
　「深川あけぼの保育園サービス区分」
ニ　旭川頌栄保育園拠点
　「旭川頌栄保育園サービス区分」

６．基本財産の増減の内容及び金額
　

基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りである。

７.会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金または国庫補助金等特別積立金の取崩

該当なし

８．担保に供している資産

該当なし

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。

94,874,154合計 95,753,568 3,350,000 4,229,414

15,381,445

当期末残高
15,381,445
79,492,709

0
0
0

建物（基本財産） 213,978,824 134,486,115 79,492,709
土地 0

基本財産の種類 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地（基本財産） 15,381,445

土地
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額

4,229,414建物
定期預金

基本財産定期預金
投資有価証券

83,722,123

ホ　深川あけぼの保育園学童拠点
　「深川あけぼの保育園学童サービス区分」

当期減少額
12,031,445 3,350,000



１０．債権額徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下の通りである。

１１．満期保有目的債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下の通りである。

　

１２．関連当事者との取引の内容

当法人では、関連当事者との取引はないため、該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

評価損益
0
0
0
0合計 0 - 0

-

銀行貸付債権 -
-

0
0

6,504,590

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 額面金額

徴収不能引当金の当期末残高

0

当期末残高
6,504,590

0

合計 6,504,590
未収収益

未収金
未収補助金

債権額
事業未収金 6,504,590

合計 280,286,852 176,394,802 103,892,050
権利 0

器具及び備品 29,858,009 24,260,916 5,597,093
構築物 21,068,574 17,647,771 3,420,803



該当なし


